








図 一13

図 一14

一62一



「全銀協 「金融EDI標 準」の制定 について」

山本 真樹

全国銀行協会連合会総務部次長

ただいま御紹介いただきました全銀協の山本でご

ざいます。私の方から、金融EDIに ついての全銀協

の対応について御報告 させていただきます。

私どもでは金融EDIと いう言葉 を使 っておりまし

て、請求支払EDIと 同義語だと思っております。商

取引の最終 プロセスは決済でありまして、それに至

るまでの商取引データと、銀行間で交換 されます決

済データ、振込 データになるわけですが、これの同

時処理 ということになるかと思います。

金融EDIと いう言葉がマスコミ等で取 り上げられ

て関心が高 まってきたのは一昨年ですが、その当時

はまだ産業界のニーズが具体的にどういったものか、
'つかみかねる状況にありまして具体的な対応 も検討

に入れないという状況で した。そこでCIIが主催する

請求支払EDI委 員会が設立 されまして、そこに参加

させていただき、産業界へのアンケート調査等を通

じて具体的なニーズがどういうものであるかというこ

とがかなり明確 になってきたということです。

請求支払EDI委 員会で明確にされたニーズはどう

いったものかと申 しますと(図 一2)、先ほど来の御

報告にもありましたように、銀行からFB(フ ァーム

バ ンキング)等 で受 け取 ります振込入金通知と、受

取企業が保有する売掛金データとのマッチングであ

る、売掛金の自動消 し込みがニーズとして明確にな

ったわけです。そういうことを受けて、私 ども全銀

協としても、そういった産業界の期待にお応えした

いということで具体的な検討 に入ったわけです。

検討に当たっては、次のような三つの前提条件の

下に検討に入 ることにいたしました。1点 目は、産業

界における当面の金融EDIニ ーズであるマッチング ・

キー方式 について検討を進めるということ。お客様

との取引形態 につきましてはFB取 引を前提 として、

既存の利用企業への影響を最小限に押 さえるという

こと。このため、現在FBの 取引で使用 しております

全銀協標準仕様通信 プロトコルで規 定 しております

全銀協標準 フォーマットにつ きましては、その変更

を最小限に抑えることにしまして、新規のフォーマ

ット作成 は行わないということを決めております。さ

らに、振込データを送信する全国ネットワークであ

ります全銀システム、こちらの方は平成7年 の11月 に

第4次 全銀システムということで稼動 したばかりとい

うこともありまして、そちらへの影響 も最小限に抑

えるということも一つの条件 として加 えております。

それでは、具体的にどういう仕組みかということ

を御説明 したいと思います。

受注企業と発注企業 との間で交換 される商取引デ

ータと、銀行間で交換 される振込データ、その両デ

ータを結びつけるためにマッチング ・キーというもの

を使 うということです。ここで使 用するマッチング ・

キーは、産業界のアンケー ト調査等 を参考にして20

桁のキャラクタということにしております。それで

は、図に沿ってこの流れを御説明 させていただきま

す。

まず、発注企業から発注情報を受注企業に送付 し

ます。受注企業では、発注企業に対 して確定 した請

求情報 を送 り返 します。発注企業では、その請求情

報をもとに取引銀行Aに 対 して振込依頼 を行います。

ここでいわゆるマ ッチング ・キーを設定するわけで

す。それと同時に、受注企業に送 る支払情報に同 じ

マッチング ・キーを設定 します。取引銀行Aで は、マ

ッチング ・キーを入れた振込情報 を全銀 システム経

由で振込先の銀行である取引銀行Bに 送信 します。

取引銀行Bで は、入金処理 を行った後、振込入金通

知をFBで 受注企業 に送信す る。為替通知 とともに

送 られたマッチング ・キーを付 して入金通知を送信

するという仕掛です。ここで、受注企業は支払情報

で送信 されたマッチング ・キーと、振込入金通知に

よるマッチング ・キーを照合 して該当の売掛債権を

特定 し、売掛金の自動消 し込みを行います。

この仕組みについて、全銀協で機関決定 をしたの

は今年の3月 ですが、個別銀行のシステム変更等の

必要がありますので、実施時期は8年 の12月16日 か

らということにしております。もちろん金融EDIサ ー

ビスを開始するかどうかについては、各行の業務判

断に基づくことになろうかと思いますけれども、全

銀 システムを利用するということですので、どこの銀
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行に対 してもEDI情 報つきの為替通知を発信できる

という仕組みが用意 されたということです。もちろ

んサービスを開始する銀行が多ければ多いほど、こ

のサービスの業界全体としてのレベルは向上するとい

うことであろうと思います。

それでは、システム面の詳 しい説明をさせていた

だきます(図 一3)。

この図は全銀協制定の総合振込依頼 フォーマット

(磁気テープ取扱基準)と いうものです。銀行 に振込

を依頼する場合の標準フォーマットです。EDI情 報

のセットの仕方ですが、まず、項番15番 に識別表示

というのがありますが、ここに 「Y」をセッ トしてい

ただくということです。Yを 表示 した場合には項番12

番、13番 、何 もない場合には顧客コードということ

で現在使用 している欄ですが、この内容がEDI情 報

になるということです。これが20桁 です。ここにマッ

チング ・キーであるEDI情 報をセットしていただくと

いうことになるわけです。

もちろんお客種の方は、このフォーマ ットに従っ

てデータを入力 しているわけではありませんで、銀行

が提供 しますFBの ソフトに従って端末を操作 して入

力することになるわけです。その画面イメージをご覧

いただきたいと思います(図 一4)。 ご覧のように、お

客様は振込に必要な他のデータを入力 した後、顧客

コードにかえてEDI情 報 を入力するかどうかという表

示が出て、「する」ということになりますと20桁 の入

力欄が出てきます。ここに20桁 のキャラクタでEDI

情報を入力 していただくということになります。入

力 した後、その内容の確認 をしていただくというこ

とになります。

FB端 末 によって入力 されたEDI情 報は、仕向銀行

から全銀 システムを通 じて為替通知の形で被仕向銀

行に送 られるわけです(図 一5)。 図が為替通知の電

文フォーマットでございます。受信銀行、発信銀行

がありまして、取扱 日、金額、口座番号、受取人 と

いうことになっておりますが、EDI情 報 は、為替通

知電文のうちの依頼人名欄、全部で48桁 の欄であり

ますが、このうちの頭にEDI情 報 をセットしていただ

くということです。このEDI情 報は頭 と後 ろにカン

マで区切 りをつけるというのがルールになっておりま

す。

これは一般的な為替通知ですが、大量データを一

度に送 るためのシステムであります磁気テープデータ

伝送を利用 した場合には、先ほどの磁気 テープのイ

メージと同 じですが、摘要欄に識別表示の 「Y」を

セットしていただきまして、この場合については項番

15、16番 、ここに20桁 のEDI情 報がセットされると

いう仕組みになっております。

今申しました為替通知でEDI情 報 を受け取った被

仕向銀行は、それをお客様に還元する必要があるわ

けですが、図がFBで 使用しております振込入金通知

のフォーマットです(図 一6)。 ここに項番12と い う

ことで、EDI情 報20桁 の欄が新設 されております。

ここに先ほどの為替通知で受け取 ったEDI情 報をセ

ットし、これをFBに よって受取側の企業に送信する

ということです。

以上、全銀協の金融EDI標 準の仕組みについて御

説明をいたしました。現在、平成8年12月16日 の実

施に向けてそれぞれの銀行で準備が進められていま

すが、銀行側の準備 としては、FBで 提供 しているFB

端末にEDI情 報入力のためのソフ ト変更が必要にな

ります。同時に、銀行の内部のシステムでは、EDI

情報 を為替通知にセットするためのシステム変更が

必要であるほか、入金通知にマッチング ・キー、EDI

情報 をセットするための変更も必要 となります。

先ほども申しましたように、このサービスにつきま

しては、実施するかどうかは個々の銀行の業務判断

によって決定することになっておりまして、この仕組

みの普及度合いは、各行の営業上の取 り組み等にも

依 ることになるわけですが、先ほど来お話がありま

したように、発注企業 と受注企業、産業界でのEDI

の整備、並びにマッチング ・キーをどのように利用

していくかについての調整如何に依るのではないかと

思われます。

以上、簡単ですが、全銀協の金融EDIへ の取 り組

みについて御説明 させていただきました。どうもあり

がとうございました。
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図 一1

全銀協 「金融EDl標 準」

の制 定 につ いて

平成8年7月17日

全国銀行協会連合会

図一2
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図一3

総合振込の磁気テープ取扱基準

項 番 項 目 名 桁 数 内 容
1 デー タ区分 N(1) ・レ コ ー ドの 種 類 を表 す 。 「2」:デ ー タ ・レ コ ー ド

2 被仕向銀行番号 N(4) ・統一金融機関番号

3 被仕向銀行名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

4 被仕向支店番号 N(3) ・統一店番号

5 被仕向支店名 C(15) ・左詰め残 りスペースとす る。

6 手形交換所番号 N(4) ・統一手形交換所番号

7 預金種目 N(D 「1」:普通預金 「2」:当座預金 「4」:貯 蓄預金 「9」:そ の他

8 口座番号 N(7) ・右詰め残り前 「0」とする。

9 受取人名 C(30) ・左詰め残 りスペース とす る。
10 振込金額 N(10) ・右詰め残 り前 「0」とす る。
11 新 規 コー ド N(1) 「1」:第1回 振込分 「2」:変 更分(被 仕向銀行 ・支店、預金

種 目 ・口座番号)「0」:そ の他

12顧 客 コ[ド 寸il;lNi』i(:{0)i

13顧 客 ゴ]ド2・ 「"i』N'1(10)、

・依頼人が定めた受取人識別のための顧客コー ドを表す。

2

び

3

1

よ

ー

お

・項番15の 識 別表示欄 にY」 表示 を付 した場合には、本欄

の内容は 「依頼人か ら受取人に対 して通知するEDl情

報 」 を表す。
・左 め残 りスペースと る

14 振込指定区分 N(1) 「7」:テ レ振 込 、 「8」:文 書 振 込

15 識別表示 C(1) ・ 「Y」またはスペース とする。
・本欄に 「Y」表示を付 した場合は、項番12・13の 項 目内容 は
rEDl情 報 」とす る。

16 ダ ミー C(7) ・ス ペ ー ス と す る 。

図 一4

顧 客FB画 面 の イメー ジ

(1)EDl情 報 の選 択 (2)デ ー タ入 力 (3)情報種別と内容の確認
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訂 図
一一
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巨]軽 目

内容の確認をどうぞ

璽… ・砿灘

区 コ 匡]

顧 客コー ドに代 え

EDI情 報 を入力 囲
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図 一一5

為替通知へのEDl情 報の設定方法

1.テ レ為替電文にEDl情 報を設定する場合 2.MTデ ー タ伝送

宛先符号 ・通過番号

受信銀 行 ・店

ショウワ ホンテン

自由欄

発信 銀行 ・店

ヘイセイ マルノ白チ

自由欄

取 扱 日 種 目

07-12-14ブ リコ ミ

金 額

¥10,000,000.

番号

ト1234567

受取人

力)フ ジ サンギ ヨウ

依 頼 人

ヂ告"盗'梧

備考

踵励 糊-__～.一 　、W・一】Q鶏チ ウコ'ク コウキ'ヨ ウ(カ

備考

発信番 号

12345.

照会番号 自由欄

∪

/カ ンマ(
,,)の 、

間 にEDI情 報

20桁 を記 入す るs
ノ

'項15 ・

図一6

振込入金通知の磁気テープ取扱基準

項 番 項 目 名 桁 数 内 容
1 デ ー タ区分 N(1) ・レ コ ー ドの 種 類 を 表 す 。 「2」ニデ ー タ レ コ ー ド

2 照会番号 N(6) ・銀行が採番 した照会用番号 … 右詰め残 り前 「0」で表す。

3 勘定日 N(6) ・勘定日を表す(和 暦) 。YY(年)MM(月)DD(日)

4 起算日 N(6) ・入金の起算 日を表す(和 暦)
。YY(年)MM(月)DD(日)

5 金額 N(10) ・右詰め残 り前 「0」で表す。

6 うち他店券金額 N(10) ・銀行が採番 した照会用番号 … 右詰め残 り前 「0」で表す
。

7 振込依頼人コー ド N(10) ・仕向銀行か らの為替通知に記載 された振込依頼人の識別

コー ドとす る。 … 右詰め残 り前 「0」で表す。

8 振込依頼人名 C(48) ・左詰め残 りスペースとする。

9 仕向銀行名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

10 仕向店名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

11 取消区分 ・振込入金通知 を取消す場合に使用する。 「1」:取消
'

・._-・ ・

謬.櫛～

¶ 醐"一"『'.霞
N(1)

一「

C(52)

一 ・ ・仕向銀行か らの為替通知に記載されたEDl情 報 とす る。一 躍　
左詰め残 りスペースとする。嚢.

13ダ ミー スペースとす る.
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EDIに 関する標準契約 について





「EDIに 関する標準契約 について」

野村 豊弘

EDI法 的問題調査研究委員会委員 ・同作業部会主査

学習院大学 法学部教授

学習院大学の野村でございます。「EDIに関する標

準契約について」ということでお話 させていただき

ます。基本的には 「EDI法的問題調査研究報告書－

EDIに 関する標準契約の検討一」平成8年3月 という

報告書に沿って、お話 したいと思います。

EDIの 法的問題調査研究委員会 というのは、昭和

63年 までさかのぼ りますが、研究対象である電子取

引の名称についてはいろいろ変わってきました。当

初は電子取引 という言葉が使われたりしておりまし

たが、取引の電子化を中心に、現在でいうところの

EDIの 持っている法的な問題についてずっと研究 し

てきたわけです。各年度においてそれぞれ報告書を

発表 しておりますが、平成8年3月 に発表 されました

標準契約についての報告書、ある意味では調査研究

.の一つの区切 りということで、EDIに 関する標準契

約について1年 間の検討 を行い、「データ交換協定書

(参考試案)」 という形でまとめて、その各条文につ

いて解説をつけております。

以上がこれまでの委員会における審議経過ですが、

データ交換協定書 を作成する経緯についてごく簡単

にお話 ししたいと思います。これ も概要につ きまし

ては1ページ以下 、「EDIに関する標準契約」 という

ところに書かれております。従来、各業界において、

オンラインの受 ・発注 システムに関する業界 として

の標準契約書 というものがつくられていました。こ

ういうものを参考にして、この調査研究では、いろ

いろな業界 にかかわらず汎用的なものを考えるという

ことが出発点であります。(社)日 本電子機械工業会

とか、石油化学工業協会とか、いろいろなところか

ら標準契約書 というものが出ているわけですが、そ

れは、それぞれの業界における取引の特性みたいな

ものを考えてつ くられており、もっと汎用的なもの

として考えるということで出発 したわけです。

ところが、汎用的なものを考 えるということにな

りますと、次のような問題がでてきます。すなわち、

EDIと いうのはもともとコンピュータで売買契約な

り、契約をするということだけを考 えているわけでは

ありませんで、もっと広い概念 として使われている

わけです。電子データ交換 という、要するにコンピ

ュータを用いてデータを交換するということであれば

すべてEDIに 入ってくるということで、例えば輸出入

の際の通関手続であるとか、将来的には税金の申告

を電子データでやるというときもまさにEDIと いうこ

とになるわけで、必ずしも契約の世界に限られない

わけです。

そういう意味で、電子データ交換協定を考える場

合にも、EDIの 純粋の形態 を考 えなければならない

ということになってきます。それをずっと突 き進めて

いきますと、どちらかというと、データを送 る場合の

技術的な取 り決めに終わってしまうのではないかとい

うことで、データ交換協定を考えることが法的にあ

まり意味がないのではないかという疑問がでてきま

す。それは純粋形態としてデータ交換協定を検討す

ることは十分考えられることではあります。

そこで、一応 この報告書では受 ・発注契約という

契約類型について汎用的なものをね らっています。

すなわち、受 ・発注という場面にある程度限定 して

いるということが第一の点です。

第二の点は、システムとして一応、受 ・発注 を考

えているのですが、そうしますと、一方に発注者が

いて、他方に受注者がいるということになります。発

注者から受注者へ発注のデータが流れ る。そ して、

受注者から発注者へ受注のデータが流れるという場

合を想定 しておりまして、それぞれがコンピュータシ

ステムを持っていて、そこにファイルを置いて発注

データが書き込まれ、それを受注者が読むというこ

とを想定 しております。ですから、手紙で発注 して、

その発注に対 して、受注者が受注 したということを

手紙で出すという場合に文書でやりとりする部分が

コンピュータに置 きかえられているというイメージで

考えております。ですから、例えば中間にVAN業 者

が介在するという場合 も、現実のシステムとしては

十分考えられますが、そういうものについては、二

当事者間の純粋な形を考えておけば、その応用問題

として十分対応できるだろうという考 え方に立 って

います。

そして、最終的にでき上がったものは、「データ交
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換協定書(参 考試案)」 という形になっています。こ

の言葉の意味するところは、データ交換標準契約あ

るいはモデル契約書 を目指 しているわけですけれど

も、標準あるいはモデルとい うにはやや検討が足 り

ないといいますか、あるいは実態的な実務の把握と

か、その他の考慮が必ず しも完全ではないというこ

ともありまして、やや消極的なのですが、参考試案

という形でお示 ししているということです。

前置きのもう一つとして、商品の受 ・発注という

ものを念頭に置いているわけですが、こういう取引

の中で協定書がどういうふうに位置づけられているか

ということをお話 ししておきたいと思います。

取引の世界というのは、まずは受注者 になる者 と

発注者になる者、通常は企業間ですけれども、そう.

いう二つの企業の間で基本的な取引をしましょうと

いう合意があるということが前提です。もちろん、そ

の合意の中にはいろいろなタイプの合意があり得ると

思います。例えば、これから、こういう商品につい

て取引をしましょうと合意 し、取引に関する細かな

取決めをすることが考 えられます。例 えば、取引に

ついての代金の支払い方について、どこかの時点で

商品のデータを確定 して、それから何 日後あるいは

何 ヵ月後にこういう形でお金 を払 うというような条

項が考えられます。このような取引についての契約

を基本契約 と呼んでいます。場合によっては、その

基本契約の中で受 ・発注の部分 を電子データ交換で

しましょうという趣旨の合意 もすることになります。

ただ、電子的なデータ交換をどこまでやるかとい

うのは企業によってまちまちです。単純 に受 ・発注

のデータ交換だけを電子的に行うというのもあるでし

ょうし、こういう商品がありますよというような商品

情報 を電子データとして流すという場合 もあるでし

ょうし、受 ・発注からスター トして最終的な請求支

払 までも電子データで行 う、あるいは請求支払の先

に銀行とリンクしていて、決済 までも自動的につな

がっていくという取引のやり方 もイメージできます。

私 どもの考えた協定書では、どこまで電子的にデー

タ交換するかということは一応オープンになっており

まして、あらゆるデータを電子的に行 う場合につい

てデータ交換協定書が利用できるという形になって

おります。

その中心は、検討のスター トから受 ・発注 システ

ムを考 えておりますので、発注データと受注データ

というものを念頭に置いておりますが、個々の条文

で、これは発注データについての条項である、これ

は受注データについての条項であるということではあ

りませんで、1個 、1個 のデータの個性を捨象 して、

単に電子的に交換 されるデータとしてとらえて、そ

れについてどのように当事者間で合意をするかという

問題 として考 えています。

このような基本的な取引契約があることを前提 と

しています。これは文書でなされるのが通常でしょ

うが、古 くからずっと取引をしているというような場

合には、何となく合意ができ上がっていて、特に文

書 を交換 していないという場合 も多いかと思います。

かりに、文書にしてあっても、口頭の合意に過ぎな

いものであっても法律の世界では全 く同じ効力を持

っているわけですから、契約 としての拘束力を持つ

ものとして基本契約があって、その基本契約のもと

で個々の商品の受 ・発注に関する一定のデータにつ

いて電子的にデータ交換 を行 う場合において、その

データ交換を電子的に行 う部分の合意をデータ交換

協定書 と呼んでいるのです。

さらに、データ交換協定書に書かれていることは、

データ交換に関する基本的な取 り決めの部分に限 ら

れておりまして、それからさらに細かなレベル、技術

的なレベルの合意については、データ交換協定書よ

り下位のレベルの合意によることを想定 しています。

例えば、発注データを流すといっても、何時から何

時まで機械が稼働 しているのか、発注データは何時

から何時 までの間に送 らなければいけないのかなど、

いろいろなことが問題 となります。あるいは、受注

者が常に発注データを読みに行 くシステムのときに

は、受注者 としては、毎 日何時から何時 までの間に

データを読みに行かなければいけないのかなどが問題

となります。そこで、このような細かな技術的な取

り決め(例 えば、万一システムが動かないときには

代替措置 としてどういうことをするかとか、どうい

う通知をするかなど)に ついては、運用規約あるい

は運用マニュアルと呼ばれる合意に委ねるということ

にしております。

従いまして、基本契約というものがまず基礎にあ

って、その上にデータ交換協定 というものが乗って

いる。そのデータ交換に関する細かなものについて

は運用マニュアルによっているということになります。

このように、一応三つのレベルの合意が当事者間で

なされていると考えているのであります。ただし、三

つのレベルの契約の中で、何が基本契約に入れられ、

何がデータ交換協定に入れられ、何が運用マニュア

ルに入れられるのかということが明 らかにされなけれ

ばなりません。 しかし、ある程度のところは振 り分

けられますけれども、必ずしも一本の線できちんと
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引かれるというものではなくて、場合によっては、グ

レーゾーンとしてどちらに書いてもいいような場合 も

あるだろうとは考 えております。

基本的には、基本契約 と呼ばれるものについては、

データ交換 ということではなくて取引そのものについ

ての合意、すなわち、先ほど言 ったように、支払い

はいつするとか、請求はいつするとか、どういう商品

について取引するというような条項は基本契約の中

で決められると考 えております。そして、そういう基

本契約の中でどういうデータを電子的に交換するか、

そして、電子的にデータ交換する場合の取 り決め、

例 えばデータが読み取れないような形で着 いたときに

どういうふうに処理するかとかいうようなデータ交換

に特有の取 り決めがデータ交換協定で、その細部に

わたるかなり技術的なものについては運用マニュアル

によるということになります。

特に運用マニュアルとデータ交換協定との区別は、

基本契約とデータ交換協定 との区別よりもさらにあ

いまいな部分がありまして、どちらに書 くべきかとい

うことは必ず しもはっきりしない部分もあるのです。

ただ、最初に申し上げましたように、三つとも当事

者間の合意として作 られておりますので、そこに含

まれる個々の条項については、当事者が合意 しない

限 りは決められないし、あるいはその内容を変更で

きないというものですから、これらの合意のどちらに

入れられたからといって理論上、契約の拘束力につ

いて余 り違いはないというようには言 えるわけです

が、事実上の重みの違いのあることは否定できませ

ん。すなわち、会社の内部 において、対外的に契

約 ・合意をするときに社内においてどこまで上に上

げていくかという問題の違いから事実上の違いは出

てくるかもしれません。例 えば、運用マニュアルなら

双方の技術担当者の間で直接やればいいということ

になるでしょうし、基本契約だったらそれぞれ一番

トップまで上げるというように、会社の中のシステ

ムの違いによって、3つの合意のうちどちらに置いた

方が、将来その内容を変 えたいと思ったときにやり

やすいかという違いはあるかもしれないと思います。

以上がデータ交換協定書の位置づけです。こうい

う位置づけは、国際的な動向に照らしても大体共通

するところでありまして、この報告書にも海外にお

けるEDI標 準契約書の例として、WP.4の 「電子デー

タ交換に関する交換契約の取引使用」という翻訳が

載っております。ヨーロッパのEDIに 関する標準契

約書の例です。それからUNCITRALのModelLaw

onLegalAspectsofElectronicDataInterchange

andRelatedMeansofCommunication(こ れはドラ

フトですが)に おいても大体同 じような位置づけを

行 っております。すなわち、データ交換 に限って、そ

れに関する合意 をモデル ・ローなり標準契約書にす

るという立場をとっております。

そういう意味では、.私 どもの報告書の立場は、国

際的な動向とかなり合致 しているのですが、その中

で日本的な特色として挙げられるのは、次の点です。

UNCITRALあ るいはWP.4に おいては、交換 され

ている電子データが、例えば証拠 としての価値 を持

っているか、あるいは電子データ交換が、磁気媒体

によって保存 されているときに、これを書面 と呼ぶ

ことができるのかどうかどうかが論 じられています。

また、文書の契約でサインをするとい うときに、署

名にかわるものとして電子データの場合にはどうすれ

ばいいのかという問題が議論 されています。なお、最

近の問題については、デジタル ・シグネチャ、電子

署名 という言葉が最近では使われております。

ところが、我々の作成 している参考試案としての

協定書の中には、こういう点に関する規定は置かれ

ていません。なぜ置いていないかといいますと、契約

法の実務が日本では、諸外国 と異 っていて、このよ

うな問題はあまり大 きな問題 とされてないからです。

例 えば、証拠の問題 についていいますと、国によっ

て証拠に関するルールというのはかなり違います。フ

ランスの民法では、一定の金額以上の契約について

は書面でなければ証拠として提出できないという規

定 を置いています。 したがって、口約束で契約をし

ても、その人間の証言によって契約の存在を証明す

るということができなくて、原則 として文書によっ

て契約の存在 を証明 しなければいけないということに

なります。こういうところですと、例えば電子的な

オンライン受 ・発注システムによる取引を行ってい

て、将来、紛争が起 こったときに、当事者間におい

てこういう内容の契約があったということを証明 しよ

うとしたときに、電子データで証明することが文書

による証明と言えるのかという問題が出て くるので

す。

ところが、日本ではそういう規定は存在 しません。

どういうものが証拠 としての資格があるのか、さら

に、ある証拠について、それが証拠 としての価値を

持っているかどうかということは、基本的に裁判官

の判断に任 されているのであります。裁判官の自由

裁量によるのです。ですから、電子データが改憲 さ

れやすいと考えても、ほかの状況との関連で、裁判

官がこの電子データは信頼できると判断 して証拠 と
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して採用することもあれば、逆に電子データは信頼

できないとして、証拠 として採用しないとい うこと

もあり得るわけです。 したがって、電子データが証

拠としての価値 を持っているかどうかという裁判官

の判断によって決 まってくる問題でありまして、 し

たがって、あえて電子データの証拠価値のようなこ

とについて当事者間で合意 しておく必要 はないとい

うことです。仮に、法的なルールがあるとしても、当

事者間で合意するということが適当なのか、あるい

は立法によって解決すべき問題なのか、その辺は意

見の分かれるところであるかもしれません。

第2番 目の書面性の問題、すなわち電子データの

文書性の問題については、民事訴訟法の方で、こう

いう証拠 について文書提出命令のようなものが申し

立てられるかどうかといったような問題があります

(最近の民事訴訟法改正 によって、証拠 としての提

出命令については、明確になっている)。また、そも

そも書面 によってでなければ契約が成立 しないという

ことは、実は日本ではほとんどないと言 っていいと

思います(建 設業法のような若干の例外はないわけ

ではないのですが)。 したがって、契約の成立 に関し

ては、必ずしも電子データが契約成立の要件である

文書としての価値 を持 っているかどうかということに

ついて、日本法では余 り考 える必要がないだろうと

いうのが2番 目の点です。

3番 目の署名について も、署名を要求 している場

合がないわけではないのですが、電子データの場合

に署名をどう考 えるかという点についても、日本で

は余 り問題にならないといってよいと思われます。先

ほどの証拠の問題と関連 しているわけです。例えば

フランスで、これは現在生 きている規定ではないの

ですが、消費者相手の契約書で、すべてのページに

署名のないものについては一切拘束力を否定すると

いう趣旨の規定 をつ くったことがあります。何枚に

もわたっている場合については、全部の紙について

署名しなければいけないということになって、それは

非常に大 きな問題だったわけですが、こういう規定

があれば別ですけれども、そういうことは日本ではな

いのですから、これも余 り問題にならないだろうとい

うことで、これに関する規定 も外 しております。

今まで説明 したことは調査報告書2ペ ージのデータ

交換協定書作成の基本方針 というところに書かれて

おります。

次に、協定書の具体的な中身について若干お話 し

したいと思います。全部の条項 について説明するだ

けの時間はありませんので、重要な点について幾つ

か説明 したいと思います。一応データ交換協定書 と

いうものがあって、全部で13条 からなっているので

すが、この13条 のそれぞれについて簡単な解説が9ペ

ージ以下に書かれておりますので、それを読んでい

ただければ大体わかるようになっております。

そもそもEDIと いう言葉は 「電子データ交換」と

いう言葉に通常訳 されているのですが、ここでは単

にデータ交換という言葉にしておりまして、あえて

「電子」という言葉はつけておりません。ただ、前文

だけ 「電子的なデータ交換」 という言葉を入れてお

ります。前文はどういう目的で電子データ交換協定

書がつくられているかということを示すということで

つ くられておりまして、「甲を発注者、乙を受注者と

する甲乙間における別紙記載の商品に関する継続的

取引に基づく個別の契約を電子的なデータ交換によ

り成立 させることに関して次のとおり、協定を締結

する」と規定 しています。まず、継続的な取引にお

いて、一定の商品についてその受 ・発注をデータ交

換で行 うということですけれども、その受 ・発注の

位置づけを、初めに基本的な契約があって、その継

続的な取引契約に従って、1回 ごとの受 ・発注が行

われ、それによって個別的な売買契約が成立すると

いうことを前提にしてつくられています。 ・

継続的な取引契約というのが基本契約の中にあっ

て、その継続的な取引契約 に従って、1回 ごとの受 ・

発注が行われるのですが、個々の受 ・発注によって

1個ずつ売買契約が成立 していくという考 え方に立

っています。例えば、1ヵ 月に10回 発注があれば、10

個の個別的な契約が成立 しているというとらえ方に

なっているということです。これは継続的取引契約

と、それに基づく個別的な取引をどのようにとらえ

るかということですが、こういうとらえ方が法律の世

界でも大体一般的ではないかということでこういう規

定の仕方にしているのですが、業界によっては、個

別的な1回1回 の受 ・発注は契約とは考えていない

で、基本的な継続契約と1回1回 の受 ・発注の間にも

う一つ個別的な売買契約 というのがあって、ある程

度の合意がなれされて、それに従って1回 ごとの受 ・

発注がなされているのであって、1回 ごとの受 ・発注

はむしろ出荷指図のようなものだというとらえ方 をし

ているところもあります。そういうところではこうい

うスタイルの契約ではうまく適合 しないということか

と思いますが、その場合には業界の特性に応 じた修

正が必要になるだろうということです。

一72一



第1条 は、個別的な契約 をデータ交換によって成

立 させることに合意するということで、これは前文

があれば要らないようなものですが、当事者が合意

しているということを明確に示すという趣旨でこの条

文が置かれています。

第2条 は、運用マニュアルに関することで、データ

交換に関する細かなことは運用マニュアルによるとい

うことで、その趣 旨を定めた規定です。運用マニュ

アルでどういうことを決めるのかという例 として、10

ページから黒マルで列挙 しています。これらの点 に

ついてどのように規定するかというのは当事者間の合

意によるのですが、基本的に当事者間の公平 という

ことを考 えて定めるべ きものであります。具体的な

例としては参考例の中に挙がっておりますので、大

体のイメージをとらえていただければよろしいと思い

ます。特に、2項 及び3項 では運用マニュアルも当事

者間の合意によってつくられるものだという趣 旨をは

っきりさせたものでありまして、同一の効力 を有す

るということと、変更の場合には当事者間の合意が

必要だということをはっきり2項、3項 で定めている

ということです。

では、電子署名 とか暗号化 といったようなものが考

えられます。いずれにしろ、こういう手順 というの

は、そのデータ交換の持っている意味ないし価値 と

密接に リンクしております。例えば取引価値が10万

円とかせいぜい数万円というときに暗号化をするべ

きかというとそう簡単にはいえないと思います。暗

号化もコス トがかかるわけですから、データ交換の

持 っている価値 と、それにかけるべき安全コス トの

バ ランスは当然考 えなければいけないということで

す。ですから、とるべき安全策は個別の取引によっ

て変わってくることになります。そこで、安全対策

の具体的な中身については運用マニュアルによって

定めるということにしております。

第4条 は、データの伝達がどのように行われるかと

いうことで、ここでは一応相手方のメールボックス

に書き込むとい うことを想定しております。先ほど

言いましたように、ここで述べているデータというの

はニュー トラルな意味ですから、発注データの場合

もあれば受注データの場合もあるわけですが、とに

かくお互いに相手方のメールボックスに書 き込むとい

うことを想定 しているということです。

第3条 は、データ交換の安全及び信頼確保のため

の手順 ということに関 して規定 しています。平たく

申 しますと、あるデータの授受がなされるときに、本

来、そのデータを発信できる人 間が発信 して、その

発信 した内容がそのまま変わることなく受信者に伝

わるということが必要なのですが、それをどのように

確保するかというための手順 を、具体的に運用マニ

ュアルに定めるということを規定 しています。その運

用マニュアルに定める手順が、どういうことのため

に必要なのかということを書 いたのが第3条 です。例

えばパスワードを使 うとか、いろいろな方法がありま

すが、その内容は具体的には運用マニュアルの中で

決まってくるのですが、何のためにそういう合意 を

しているのかということ、すなわち合意の目的を第3

条が示 しているということです。

(1)から(5)までありますが、(1)か ら(4)までが中心

的な内容です。発信者の同一性 に確認、発信者の作

成権限の確認、データの入力誤 りの確認、伝送途上

におけるデータ変質の確認手順 といったようなもので

す。要するに無権限者とか単純 な入力 ミスとか、そ

ういうものを防 ぐような手順を定めておきなさいとい

う趣旨です。具体的には、先 ほどパスワードという

ことを申し上げましたけれども、最近の議論の傾向

第5条 は、読み出 し不能データの取 り扱いというこ

とで、データを受信 したときに、中身がよく読めな

いというときには、読めないデータが来たということ

を発信者に通知するということを義務づけるという

趣旨の規定です。アンダーラインをしてあるところ

は、通知の方法で、例 えば電話によってするとか、

ファックスによってするとか、当事者間で適切な方

法を書 き込むという趣 旨で空欄になっております。

いずれにしろ、これはだれから来 たデータかはわか

るが、その中身が読めないという場合を考えている

ということです。だれから来たのかもわからないよう

なときに、多くの取引相手の中から間違 いなく発信

した人間を探 し出して、その人間にあなたのデータ

は読めませんという通知 をするというところまで考 え

ているわけではないということです。

第6条 は受信確認という制度に関する条項であり

ます。受信確認 を要求するかどうかは任意的であっ

て、義務的なありません。ただ、自分のデータが相

手に着いたかどうかということを確認するという方法

をシステム的に考えておくことが望ましいということ

で規定を置いています。もっとも、どういう方法に

よるかということは空欄にしてありますので、電話
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によるとかいろいろな方法をとることが可能 となって

います。ただ、重要なことは、受信確認 という制度

を置いておきますと、受信確認を受領すると伝達は

完了 したものみなし、受領がない場合には伝達はな

かったものとみなすという効果が、受信確認に与え

られているということです。

この条項 とも密接に関連するのですが、第7条 は、

データの交換に際 して、最終的に当事者間の合意に

定 められたルールで行ったときに、「第3条 の各号 に

定める安全確保のための手順に従って作成 ・伝送 さ

れた場合には」と書いてありますように、それぞれ確

認 された事項につき、受信データの内容が確定する

ことに合意するということを定めています。

これはどういう意味なのかということですが、この

参考試案では、特に 「確定する」という言葉の意味

については明確に定めておりません。19ペ ージから

の解説に書かれておりますが、例 えばある商品につ

いて発注データが100個 だというときに、100個 のデ

ータが流れたという事実が確認 されるということで、

実は100個 でなくて10個 だったとか、あるいは自分は

そのようなデータを送信 していないとかいうような紛

争は確認 されたデータの内容を出発点にして始 まる

という意味だと理解 していただければいいと思いま

す。あるいはそのデータは争 えないという決め方 も十

分可能なわけですが、そのときには、そういう趣旨

のことをはっきり書 くべきであるということでありま

して、その辺は参考試案 を利用する人間に委ねられ

ているということです。

第8条 は個別契約の成立という条項ですが、デー

タ交換にはいろいろなものがあるということで、ニュ

ー トラルな意味で電子的なデータ交換を行 う場合に

ついての協定のモデルを作成するというのが本来の理

想だということで検討 してきたということを申 し上げ

ましたが、そういう点からしますと、受注データと発

注データによって契約が成立するという8条の規定は

異質なものであって、本来は、モデルの中に入れな

くてもいいものであると考 えられます。なぜならば、

この条項は、データ交換 そのものではなく、それに

基づく当事者間の取引契約に関するものであるから

です。入れなくてもいいというのは参考試案 として

は入れなくてもいいということにとどまり、当事者

間の合意では書いておいた方がいいことは言 うまでも

ありません。データの内容 を捨象 して、その交換に

ついてのみ合意 をするという立場からすれば、参考

試案としてはこの契約の成立時期に関する条項は削

っておいた方がいいとい う考え方になりますが、入

れることにしました。結局、参考試案ではデータ交

換のところを少 し踏み出しているということになりま

す。

内容については、「受注データが伝達 されたときに

成立するものとする」 ということです。これも解説

に書いておきましたけれども、その内容は、民法の

ルールとはやや違っております。民法のルールです

と、受注データ(申 込に対応する承諾にあたると考

えられる)が 発信 されたときに、その時点において

契約が成立 しますけれども(526条)、 その時点では

なくて、伝達 された時に成立するということで成立

の時期を少 し遅 らせています。コンピュータでデー

タの送信が行われるのですから、余 りタイムラグを

考える必要 はないと思われます。実質的には民法の

規定 とそれほど変わらないと思 っております。

なぜ民法のルールを変えたかというのは、民法で

は発信 した時点ですが、別の規定 との関連で受注デ

ータが相手 に着 くということも必要だと考 えられま

す。そうすると、発信 した時点で契約が成立 しなが

ら、相手にデータが着かなかったらどうなるのかとい

う問題が生 じます。たとえば、郵便のことを考 えて

いただくとわかるのですが、かなり難 しい議論 を呼

んでおります。 しか し、相手に着いた時点で契約が

成立するというルールにしておけば、実質的なタイ

ムラグの差はほとんどない。しかし、相手に着かな

かったときにどうするかという難 しい問題を避けるこ

とができるということでこのような規定にしていると

いうことです。

先ほどちょっと触れましたけれども、これは発注

データだけでなく受注データが送 られるということを

前提にしているのです。ですから、発注データだけ

が送信され、受注データは送信 されないというシス

テムも現実にはありますが、そのような場合には契

約の成立をどう考 えるのかという問題 が当然出てく

ることになります。そもそも発注データだけで契約

が成立するというシステムがいいのかどうかというこ

とについても、議論の余地がないわけではないので

すが、商品の特性 とかによって、場合によっては必

ずしも否定 されるものではないと考えています。その

ような場合には、発注データの受領によって契約が

成立するというように合意せざるを得ないと思います

けれども、いずれにしろ、その場合には8条の規定 と

は違った内容の規定を置かなければならないだろうと

思 っております。
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次の第9条 ですが、データの保存及び交付について

の規定です。これは契約当事者間の取 り決めです。

データをどのように保存するか、また、相手から要

求 されたときにデータの記録を交付するということに

ついての合意であって、従来から議論 されておりま

すデータを電子データとして保存 していいのか、そ

れともその内容 を紙に一度印刷 して文書として保存

しなければいけないのかという問題とはちょっと別な

問題です。念のために申し上げておきます。

10条 は費用負担で、これも別に定めるということ

で、具体的な内容は参考試案の中には書かないとい

うことにしております。 もちろんデータ交換協定の

中に明文の合意を置いてもよろしいのですが、その

ときには原則 だけを規定するにとどめ、細かな内容

は別途合意するということを想定 しております。た

だ、費用負担の内容 についても当事者間の公平が考

えられなければいけないということだけです。

11条 はシステムの管理についての規定ですが、こ

れは特にコメントを申し上げる必要はないと思いま

す。

12条 は基本契約との関係です。運用マニュアルと

データ交換協定書とはすべて当事者間の合意 として

全 く同 じ効力だと申し上げましたけれども、その間

に矛盾があると困ることにな ります。データ交換に

関する部分 については、データ交換協定と基本契約

と矛盾 しているときには、データ交換協定の方の規

定が優先するということにしてあります。これはこの

方が実際的であろうということですが、こういうよ

うに決めておくこと、すなわち判断のルールがはっき

りしているということが重要だということで、特に合

意の内容についてどうこうということはないと思いま

す。

13条 は有効期間についての規定です。参考試案で

は、具体的に期間を入れられるようになっておりま

して、3年 でも5年でも自由に定められるようになっ

ています。ただ、特に当事者間で明確にやめようと

いう意思がない限 りは自動的に更新 されるというこ

とを前提に してこの規定 が書かれています。もちろ

ん3ヵ月前までに契約 をやめようということは言 える

ようになっております。

かなりかけ足になりましたが、以上が協定書の1条

ごとのごく簡単なコメントです。

最後に二、三まとめ的なことをお話 しさせていた

だきたいと思います。最初 に申 し上げましたように、

協定書(参 考試案)の 使い方で、汎用性を考 えてい

ますが、一応受 ・発注という限定はしてお ります。

したがって特定の業界を対象 として考 えていないと

いうことです。ですから、複数の企業が集まってこ

れをもとにしてシステムをつくって、その中で受 ・発

注をEDIで しようという場合には、これを前提にし

て自分たちのシステムにとって適切なデータ交換協

定書をつくっていただければいいのです。

割賦販売法 という法律があり、これに基づいてク

レジットカードについての標準規約が業界団体によ

ってつくられていますが、ここでの参考試案はこう

いうものとはちょっと違 うということです。クレジッ

トカー ドというかなり限定 された世界での標準契約

ということでかなり細かく書かれております。各クレ

ジット会社がそれに基づいて契約をつくるというとき

でも、標準契約からそれほど大 きく離れることはな

いといってよいでしょう。クレジットカー ドについて

は会社によってかなり違っていることもありますが、

運送契約のように、各会社によって大 きな差異はな

く、ほとんど同 じようにできている場合 もあります。

ところが、この協定書(参 考試案)は それよりも

もう少 し漠然とした規約になっているので、具体的

にそれを使うというときには、契約の実質に従って

各条項をかなり具体化 しないと実用性は出てこない

と考えられます。その一つは、例 えば言葉の意味で

す。この中ではいろいろなことばが用いられています

が、それらについて必ずしも明確に定義 しておりま

せん。たとえば、第7条 でデータ内容の確定という漠

然としたことばが用いられておりますけれども、確定

の意味については当事者間に委ねています。そこで、

このような合意をするときには、自分たちは確定と

いう言葉 をこういう意味で使っていますよということ

を契約書の中で定義規定 として置 くというのも一つ

の方法だと思います。あるいは文章化 してまう、も

っと明確化 してしまうという方法が考 えられます。例

えば、7条 そのものを書 きかえて明確化 してしまうと

いう方法もあると思います。

それから、3条についても、発信者の同一性の確認

とか、発信者の作成権限の確認 といったように、こ

こではわかりやすい形の表現にしておりますけれど

も、趣旨の説明のところに英語が入っております。

アイデンティフィケーションとかオーソライ七一ショ
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ン、それからオーセンティケーションとか、いろいろ

な言葉がこの世界では使われているわけですが、そ

の言葉はいろいろなところでまちまちに使われていま

すので、もしそういう言葉 を使 うときには、この契

約書では、この言葉についてはこういう定義で使っ

ているという規定を置 く必要があるということです。

つまり、具体的な利用 に当たっては定義規定という

ものを置いて、データ交換協定書の中で使われる言

葉について、この言葉 はこういう意味ですというこ

とを明確にしておく。そうしないと、後で当事者間

の紛争を生ずるおそれがあるということです。

第2番 目の点は、業界の特性、あるいはEDI利 用

取引の特性 というもの、先ほど受 ・発注 と言いまし

たけれども、受 ・発注といってもいろいろなものの

受 ・発注があります。日用品のように1個1個 の単価

は非常に低いが、発注がしょっちゅうあるというも

のもあれば、1個1個 の単価が大 きくて、そんなに頻

繁に受 ・発注が行われないようなものもあります。そ

ういうような業界の特性あるいはEDIを 利用 した取

引の特性 を反映 させた形で契約をつくるということ

だと思います。そうすると、どういうことが考 えられ

るかといいますと、CIIで は一応 こういう形でデータ

交換協定書(参 考試案)を つくったわけですが、こ

れを前提にして、むしろ各業界がその業界における

特性とか取引の特性 を反映 したような形で標準契約

をつくるということを考 えられた方 がいいのではない

か。そういう標準契約に基づいて、それぞれの企業

が具体的にシステムをつくるという方向に行 くのでは

ないか。業界団体が標準契約をつくるということに、

我々が考えた協定書あるいは参考試案というものが

役に立てば、我々としても議論 した意味があると思

うわけでございます。

以上で私の話を終わりたいと思います。基本的な

立場をお話 しするということにとどまりましたけれど

も、あとは報告書 を読んでいただいて、疑問があり

ましたら、推進センターの方にお問い合わせいただ

ければ十分対応 したいと思っております。
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データ交換協定書(参 考試案)

以下に、作業部会を中心に作成 した 「データ交換協定書(参 考試案)」 を示す。

データ交換協定書(参 考試案) ver,1.0

(以下 「甲」 という)と(以 下 「乙」 とい う)と は、

甲を発 注者 、 乙を受 注者 とする甲乙間における別紙記載 の商 品に関する継続 的取 引

(以下 「本件 取 引」 とい う)に 基 づ く個別 の契約(以 下 「個別 契約 」 とい う)を 電 子

的なデータ交換 によ り成立 させ ることに関 して次の とお り協定を締結する。

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させること

に合意する。

第2条 運 用 マ ニ ュア ル

1.デ ー タ交換 の実施 に必要 な システム、送信手順、メッセージ構成、伝達するデー

タの種類 、システムの稼働時間その他 の細 目は、甲乙間で別に定めるデータ交

換運用マニ ュアル(以 下 「運用 マニ ュアル」 という)で 定 め る。

2.甲 お よび 乙は、運 用マニ ュアルが この協定 と一体をな し、この協定 と同一の効

力を有することを相互に確認する。

3・ システ ムの変更 その他 の事 由により運用マニュアルを変更する必要が生 じた場

合には、その変更に伴 う費用負担を含め、甲乙間で事前に協議 を行い合意のう

え変更する。

第3条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの

手順を実施するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定めるこ
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とに合意する。

(1)発 信者 の同一 性の確認手順

(2)発 信者 の作 成権 限の確認手順

(3)デ ー タ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途 上 にお け るデータ変質 の確認手順

(5)そ の他 甲お よび乙が合意 す る事項

第4条 デ ー タの 伝 達

データの伝達 は、運用マニュアルに定める方法により、相手方のメールボック

スに書き込むことにより行 う。

第5条 読 み 出 し不 能 デ ー タの 取 扱 い

1,伝 達 されたデー タの読み 出 しがで きない場合データの受信者は、これ らの事情

を知 った後、直ちに、相手方に対 してその 旨を により通知す る。

2.前 項 による通知が あ る場合 、発信者は当該のデータを撤回 したものとみなす。

第6条 受 信 確 認

1.甲 または 乙は、相手 方 に対 し、 その伝達にかかる発注データまたは受注データ

の受信確 認を求 めることができる。この受信確認の方法は、特段の指定のない

限り の方法によるもの とする。

2.前 項の受信確認 を受領 した場合、 当該発注データまたは受注データの伝達は完

了したもの とみな し、その受領がない場合には伝達がなか った もの とみなす。

第7条 デ ー タ の確 定

甲お よび乙は、伝達 されたデータが第3条 各号 に定め る安全確保 の ため の手順

にしたが って作 成 ・伝送 された場合には、それ ぞれ確認された事項につき受 信

データの内容が確定す ることに合意する。
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第8条 個 別 契 約 の成 立

本件取 引に関す る個別契約は、受注データが伝達された時に成立するもの とす

る。ただ し、乙が甲に対 して第6条 の受信確 認 を求め た場合 に は、個別契約は

受信確認 の受領 の時に成立するものと し、かつ 甲乙間に別段の定めが ある場合

には、その定めに従 うものとす る。

第9条 デ ー タ の 保 存 お よ び交 付

1.甲 お よび 乙は、それ ぞれ の発信 にかか るデータおよび受信 にかか るデータを保

存す るもの とし、相手方 の請求がある場合には、これを相手方 に交付 しなけれ

ばな らな い。ただ し、プ リントアウ ト ・複製その他によりこの交付 に費用が発

生す る場合には、その費用は請求者の負担 とする。

2.保 存お よび交付め細 目に関 しては運用マニ ュアルに定める。

第10条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとおりとす

る。

第11条 シス テ ム の管 理

1.甲 お よび乙は、 デー タ交換 が 円滑かつ安全に実施されるようそれぞれ システム

を管理するもの とす る。

2.シ ステ ムの異常 、故障発生時 に伴 う措置は、運用マニュアルに定あるところに

よる。

第12条 基本契約 との関係

甲乙間で締結した本件取引に関する 年 月 日付基本契約書に定めた事項と

この協定に定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが優先的

効力を有するものとする。

∫
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第13条 有 効 期 間

この協定 の有効期 間は 年 月 日か ら 年 月 日まで とし、期間満了の3

カ月前 ま でに 甲 または 乙か ら相 手方に対 し書面 により更新の拒絶 または内容変

更の申出のない限り同一条件を もって更に 年継続す るものと し、事後 も同様

とす る。

平成 年 月 日

(甲)

(乙)
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